
１　意見募集期間と意見提出の状況

 ○　パブリックコメントの実施期間　：　令和８年２月17日（火曜日）から３月18日（水曜日）まで
 ○　意見提出人数　：　3名　　

２　主な意見と東京都の見解

番号 該当章 該当頁 意見の概要 東京都の見解

1 第3章 P.51

P.51 第３章 推進すべき施策
　５ 社会状況の変化に対応した建築規制の見直し
　　(2) 建築物のバリアフリー化の推進
　　　＜今後の取組＞

「・バリアフリー法及び建築物バリアフリー条例が適切に運用されるよう、」を
「・バリアフリー法及び建築物バリアフリー条例が適切に運用され、すべての人にとって建築物の安全
が図られるよう、」に修正。
理由：すべての人にとって安全な建築が目指されるべきである。障害のある人にとっては、少なくとも
外から建物へアクセスする経路や建物内の移動経路がバリアフリーでないと安全とはいえない。ま
た、バリアフリー法にある内容以外にも、障害のある人にとって必要となる安全対策があることに注目
してほしい。例えば、車いすやベビーバキーが勝手に走り出してしまうような床面のわずかな傾斜に
対して注意喚起や対策がとられるなどが必要である。

いただいた御意見も踏まえ、以下のとおり修正します。

「・バリアフリー法及び建築物バリアフリー条例が適切に運用され、誰もが安
全、安心、快適に利用できる建築物の整備が進むよう、都ホームページや
パンフレットを活用して国土交通省や福祉局と情報の共有を図るとともに、
必要に応じて区市や指定確認検査機関に対して、技術的助言等を行う。」

2 第2章
P.5
P.12
P.53

P.5 第２章　建築行政を取り巻く状況
　１　建築行政に関する最近の主な動向
　　■　建築確認・検査
　「建築行政の実効性の確保に受けて指定確認検査機関との連携の確立が急務である。」の部分
　「都が実施する建築確認の件数が減少している中、都職員の技術力の維持が課題」の部分
P.12 第３章 推進すべき施策
  １　建築物の設計・工事段階等における適法性の確保
    ＜今後の取組＞
    ① 確認審査事務の着実な実施
「研修への派遣等により職員の能力向上に取り組み、安定的な審査体制を構築」の部分
P.53　第４章　計画の推進に向けて
　１　施策を推進するための体制づくり等
「確認件数のシェア低下により、職員が実務を経験する機会が減少しており」の部分
　
建築基準法に基づく建築確認等の事務処理に求められるスキルを向上させるためには研修の受講
では不十分であると思います。実際の審査や、申請代理人とのやり取りを数多くこなすことが不可欠
ですので、指定確認検査機関に出向して学ぶことを提案します。この計画で、建築行政の実効性の確
保に向けた急務策として掲げる「指定確認検査機関との連携体制の確立」のためにも、相互理解を深
める意味も含めて有益な取組になると考えます。

いただいた御意見については、参考とさせていただきます。

なお、P.54【１　施策を推進するための体制づくり等　（2）、②】では次のとお
り記載しています。（抜粋）
「・国、関係機関、関係団体等と連携し、将来にわたり、建築物の設計・審
査・検査等を担う人材の確保・育成を図るための方策を検討する。
【取組例】
・特定行政庁、消防、指定確認検査機関等との人事交流

 ○  意見提出件数　：　8件

「東京都建築安全マネジメント計画改定素案」についての意見募集結果



番号 該当章 該当頁 意見の概要 東京都の見解

3 第3章 P.12

P.12　第３章　推進すべき施策
  １　建築物の設計・工事段階等における適法性の確保
     ＜今後の取組＞
    ① 確認審査事務の着実な実施
　「法第６条第１項第二号に該当する建築物となるものの・・・に行う。」の部分

旧四号特例廃止による最も大きな混乱は、木造２階建ての住宅に関する法手続であると考えます。そ
れは、木造２階建てが、新築物件の大半を占めることと、その設計を担う建築士等が法規を十分に理
解していない傾向にあるためです。このため、「新二号建築物に係る確認審査を迅速かつ的確に行
う」だけでなく、とりわけ木造２階建ての法手続が難航しないように建築士等を支援することを今後の
取組として掲げるとよいと考えます。

P.21【１　建築物の設計・工事段階等における適法性の確保 （4）、②】では
次のとおり記載しています。
「・関係法令が適切に運用されるよう、技術的助言や運用基準等を整備し、
建築士向けの講習会やホームページへの掲載等を通じて、建築士法や建
築安全条例、建築基準法の運用基準等の周知・徹底を図る。」


